
期待される成果と効果
最先端の研究には様々な先端設備の利用が不可欠であり、本

事業は、少ない研究費でも高いレベルの研究を可能にし、
若手研究者の育成と院生の教育に大きな効果が期待できる。

特色
全国を１２の地域に分け、各地域毎に所有すべき汎用設備の

種類と数を、研究者や大学院生の数や専門分野の分布を考慮し
て相互利用に供することができる環境を整備する。
全国の大学に設置されている種々の汎用研究設備を先端設備

として復活再生すると共に、研究設備の有効活用の為の相互利
用と利用料の受け渡しシステムを確立。相互利用設備を軸とし
た３つのカテゴリーによる共同研究を積極的に推進し、全国的
な活性化を図る。

概 要

化学系附置研究所及び機器分析センター会議と分子科学研究
所が全国の大学を結集し、老朽化した研究設備の更新や復活再
生及び相互利用・共同利用による化学研究分野の活性化を目指
して平成19年度から平成21年度まで「化学系研究設備有効ネッ
トワークの構築」事業を推進。
平成22年度からは当該事業を基礎として、対象を物質科学分

野全般の研究設備に広げた「大学連携研究設備ネットワークに
よる設備相互利用と共同研究の促進」事業を推進している。

実施体制
全国７２大学及び分子研の研究者代表からなる「大学連携研究設

備ネットワーク協議会」の下に、協議会委員長及び１２地域の委員
長と分子研委員から構成される「作業部会」並びに各地域の大学で
構成される「地域委員会」を組織。ボトムアップの案は原則として
作業部会で審議調整され、協議会で決定する。

事業名：大学連携研究設備ネットワークによる設備相互利用と共同研究の促進

地域ネットワーク

日常的
に必要
な機器
を整備

利用料共
同負担方
式による
維持費の
確保

Big2大学 助教

共同研究

参考資料１
科学技術・学術審議会
先端研究基盤部会
平成２７年１１月２５日
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補正予算

当初予算

設備サポｰトセンター整備事業

設備稼働率の向上など教育研究設備の有効活用に資するとともに、計画的な設備の整備、効果的・効率的な研究の実施が可能となり、教育研究
環境が大きく改善。また、研究を支える技術サポート人材の育成にも寄与。

平成２８年度概算要求額 ２８１百万円
（平成２７年度予算額 １９９百万円）

メンテナンスや利用者支援等を行う技術
サポートの強化を図るための人材の雇用等

技術サポートの強化

専任スタッフの充実
サポートセンターのマネジメントや学内外との
調整（コーディネート)を行う人材の雇用

設備サポートセンター整備大学設備サポートセンター整備大学
共同利用化の推進

共同利用化を推進するための
基盤設備の整備・集約化

設備マネジメントの強化

空きスペースの有効活用や既成概念に
とらわれない効果的・機能的な設備の配置

再利用（リユース）の促進
資源の無駄使いや廃棄費用を
削減するため、不用となった
設備の学内外での再利用
（リユース）を促進

背景・課題

効 果

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」
その他：OECD「Main Science and Technology Indicators Vol 2011/1」

設備整備予算の減少により、設備の老朽化・陳腐化が進行

研究者数 研究支援者数 研究者1人当り
研究支援者数

国
立
大
学

141,472 40,338 0.29

総務省統計局「平成２３年科学技術研究調査」

我が国の研究者1人当たりの研究支援者数は、
主要国と比べて低水準

(万人)

北海道大学

★東京農工大学

千葉大学

名古屋工業大学

金沢大学

大阪大学

鳥取大学
筑波大学

実施内容

広島大学

89.4 

31.2 
22.9 23.5 

136.4 

26.5 
21.8 

15.5 
8.4 

87.5 

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0
研究者 研究支援者

【 】研究者一人当たりの研究支援者数

【0.30】 【0.70】 【0.68】 【0.36】 【0.64】

ドイツ
(2009)

日本
(2011)

フランス
(2008)

英国
(2010)

EU15
(2009)

※高知大学
※九州大学

○○大学：平成23-25年度
○○大学：平成24-26年度
○○大学：平成25-27年度
※○○大学：平成26-27年度
★○○大学：平成27年度

★東北大学

★神戸大学

○教育研究設備は、大学等における質の高い教育研究を支える
重要な基盤。設備を有効かつ効果的に運用するためには、
マネジメント等を担う専門人材やメンテナンス等を行う技能者
などの研究支援者が必要であるが、大幅に不足している状況。
○現在、教員がこれらの対応をしているが、設備の老朽化や
陳腐化の著しい進行と相まって、日常的な教育研究活動に
支障が生じている。

これらの課題への対応として、「設備サポートセンター」を整備
して、積極的に取り組む大学を支援
○基盤的な教育研究設備の共同利用化と中古設備の改良等に
よる再利用の一層の促進
○設備マネジメントを行う専門人材や研究支援者の充実および
育成
○第３期においては、全国的な観点でモデルとなるような新たな
仕組みによる取組を支援
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○国公私立大学及び大学共同利用機関における学術研究設備について－今後の新たな整備の在り方－（抜粋）

（平成17年6月30日 科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会）

Ⅳ 早期の対応を検討すべき事項
国立大学等の法人化を踏まえれば、平成18年度概算要求における研究設備の整備については、法人の研究の特色や研究の方向性
を活かしたものとすることが肝要であり、このため、大学等の計画的な設備整備に対する考え方（設備マスタープラン）に基づく予算要求
を前提とし、国としてより効果的な支援を行う取扱いとすることが重要である。

Ⅴ 今後の学術研究の推進に向けて
1． 研究設備は、学術研究の基盤をなすものであり、その充実を図ることは 学術政策上の最重要課題の一つである。国はその重要性を
十分認識し、学術研究設備の充実方策について、今後策定される第3期科学技術基本計画に明確に位置付けるなどして、その姿勢を
明確に示す必要がある。また大学等は、研究者が充実した研究環境の下で研究を実施できるよう、研究設備の充実のためのより一層の
努力が求められており、例えば設備マスタープランを策定するなどの計画的・継続的な研究設備充実のための取組みが強く期待される。

2． 国立大学等に関しては、法人として計画的・安定的に設備の維持・向上ならびに法人内での連携した効率的運用を図る
ために、基盤的経費としての運営費交付金の定常的出動が望まれ、国はその充実を図るべく鋭意努力する必要がある。

・ 法人としての計画的・継続的な設備整備に寄与
・ 効率的・効果的な設備の整備・維持・運用に資する

・ 全学的な現有設備の状況の把握、課題の整理

・ 中期計画において法人が目指す研究方向と設備の関連性の整理

・ 今後の設備整備に関する方針の整理

・ 概算要求にあたっての考え方の整理

・「年次計画」の策定による設備整備の優先度の明確化 等により、

国立大学等の「設備マスタープラン」について

設備マスタープラン策定の効果
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金
や
私
学
助
成
な
ど
の
各
経
費
の
特
性
を
踏
ま
え
つ
つ
、
国
や
地
方
公
共
団

体
は
共
通
の
観
点
に
立
ち
な
が
ら
、
支
援
方
策
の
充
実
に
向
け
て
努
力
す
べ
き

★
学
術
研
究
設
備
の
問
題
は
、
基
盤
的
経
費
や
競
争
的
資
金
の
在
り
方
、
共
同
利
用
な
ど
学
術
研
究
シ
ス
テ
ム
の
在
り
方
な
ど
に
も
関
係
す
る
幅
広
い

問
題
で
あ
り
、
今
後
も
引
き
続
き
、
我
が
国
全
体
の
学
術
研
究
の
発
展
を
視
野
に
入
れ
、
研
究
設
備
を
適
切
に
運
用
で
き
る
人
材
の
配
置
と
養
成
、

部
局
・
大
学
ご
と
の
役
割
分
担
を
含
め
、
国
公
私
立
大
学
に
お
け
る
研
究
設
備
の
充
実
方
策
に
つ
い
て
、
検
討
を
加
え
る
こ
と
が
必
要
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